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福井市物品等競争入札参加資格審査申請要領 
 

令和７年度及び令和８年度において福井市が発注する物品の購入等（物品の購入、印刷又は修繕）、借入れ（リ

ースを含む。）又は製造の請負の競争入札等（一般競争入札、指名競争入札及び随意契約）の参加資格の審査の

申請をする者は、次により書類を提出してください。 

 

１  申請要件 

次の各号のいずれかに該当する者は、物品等競争入札参加資格審査申請書を提出できません。 

なお、同申請書及びその添付書類に虚偽の事実を記載した者又は資格の登録後に次の各号のいずれかに該

当することとなった者については、当該者に係る資格を取り消すことがあります。 

  （１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号（同令第１６７条の１１第

１項において準用する場合を含む。）の規定に該当する者【契約を締結する能力を有しない者、破産手

続開始の決定を受けて復権を得ない者又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者】 

  （２）福井市暴力団排除条例（平成２３年福井市条例第２２号）第２条第１号及び第２号に規定するもの並

びにこれらのものと密接な関係を有する者【暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有する者】 

  （３）福井市長の政治倫理に関する条例（平成１７年福井市条例第２１号）第２１条及び福井市長の政治倫

理に関する条例施行規則（平成１７年福井市規則第８３号）第２３条の規定に該当する者【①市長、そ

の配偶者若しくは市長の２親等以内の親族が役員をしている法人であって営利を目的とする企業（市

の出資法人を除く。）②市長が資本金、基本金その他これらに準ずるものの３分の１以上を出資してい

る法人であって営利を目的とする企業（市の出資法人を除く。）③市長が顧問料等名目を問わず報酬を

受領している法人であって営利を目的とする企業（市の出資法人を除く。）④市長がその経営方針に関

与している法人であって営利を目的とする企業（市の出資法人を除く。）】 

（４）福井市議会議員政治倫理条例（平成１４年福井市条例第２１号）第４条の規定に該当する者【①議 

員、その配偶者、議員の２親等以内の親族若しくは議員の同居の親族が役員をしている企業等②議員 

が資本金その他これに準ずるものの３分の１以上を出資している企業等③議員がその経営方針に関与 

している企業等④議員が顧問料等その名目を問わず報酬を受領している企業等】 

（５）納期限の到来している税を完納していない者 

      

 

２  営業拠点による業者の区分 

ア 市内業者  登記事項証明書上の本店（個人の場合、営業の拠点をいう。）が福井市内にある者 

イ 準市内業者 福井市内に契約の締結等の権限を委任された支店等があり、法人にあっては、福井市に

法人市民税の事業所開設届を提出している者。ただし、委任された支店等と他の支店等

との重複登録及び委任された支店等の代表者と他の支店等（本店等を含む。）の代表者と

の重複（兼任）は認めない。 

ウ 県内業者   登記事項証明書上の本店（個人の場合、営業の拠点をいう。）が福井県内にあり、かつ、

本店及び契約の締結等の権限を委任された支店等が福井市内にない者 

エ 県外業者  登記事項証明書上の本店（個人の場合、営業の拠点をいう。）が福井県外にあり、かつ、

本店及び契約の締結等の権限を委任された支店等が福井市内にない者 

 

３ 申請者が有すべき本店又は支店等（以下この号及び８[17]において「営業所」という。）の要件 

  ２に規定する市内業者にあっては「登記事項証明書上の本店（営業の拠点）」が、準市内業者にあっては「契

約の締結等の権限を委任された支店等」が次に掲げる要件を全て満たす支店等であることが必要です。 

  なお、資格の登録後に、要件を満たさないことが明らかとなった場合は、資格を取り消すことがあります。 

 （１）事務等を執り行える事務用什器及び事務用機器が具備されていること。 

（２）営業所の所在を明らかにした看板又はこれに類するものが当該営業所又はその周辺に掲げられており、

屋外において容易に視認できる場所に表示され、当該営業所として識別できること。 

 （３）兼用住宅である場合は、事務所と居住部分が明確に区分されていること。 

 （４）単に社員その他の者の宿舎、住宅等ではなく、営業所であることが容易に識別できること。 

（５）営業所において営業活動を行い得る人的配置がなされ、かつ、契約締結権者が専任で常勤しているこ

と。 

 

４  競争入札等参加資格の有効期間 

資格の有効期間は、令和７年４月１日から令和９年３月３１日までとします。 
 
 
 

令和７・８年度定期受付 
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５  申請期間 

令和６年１０月１日（火）から令和６年１２月１３日（金）まで（必着）とします。ただし、福井市の休

日を定める条例（平成元年福井市条例第４８号）第１条第１項に規定する休日を除きます。 

 

６  申請方法 

   電子申請 

    ※市内・準市内業者の方については、インターネット環境がない等の理由で電子申請が難しい場合の

み、書類による申請が可能となる場合があります。 

※県内・県外業者の方は電子申請のみとなります。 

  

＜申請先＞電子申請・施設予約システム「ふく e-ねっと」（https://shinsei.e-fukui.lg.jp/） 

        ※電子証明書やソフトのインストールは必要ありません。 

        ※受領確認、審査完了の連絡等は電子メールとなります。必ずご確認ください。 

 

 【郵送又は持参の場合】 

※ 市内・準市内業者の方で、インターネット環境がない等の理由で電子申請が難しい場合のみ可。原則、

電子申請のみ。 

＜提出先＞〒910-8511  福井市大手３丁目１０番１号 福井市財政部契約課 物品契約係 

※郵送される方は、受領書の返送等のため、返信用の封筒（送付先を記入し、切手を貼付けた

もの）を必ず同封してください。送料不足分がある場合､申請者負担となります。 

※提出書類の内容について質問する場合がありますので、必ずその内容を説明できる方が書

類を持参してください。 

 

７  提出書類 

次のとおり添付書類を提出してください。 

  業者カードは必ずエクセル形式のまま提出してください。 

業者カード以外の書類は、ファイル名に次の表の「番号」を明記して、ＺＩＰファイルにまとめて添付

してください。 

※１ファイルあたりのデータ容量は１０ＭＢまで、添付ファイル全体で２０ＭＢまで添付できます。 

 

番号 提出書類  電子申請 

1 業者カード（様式第２－１号） ◎ 

2 営業実績書（様式第３号） ◎ 

3 使用印鑑届 ◎ 

4 資本的関係又は人的関係に関する申告書（指定様式） ○ 

5 
＜法人＞登記事項証明書 

＜個人＞身分（身元）証明書 
◎ 

6 決算書又は財務諸表 ◎ 

7 
納税証明書（国税） ◎ 

納税証明書（福井市税） ○ 

8 許可又は登録証明書等 △ 

9 代理店・特約店等証明書 △ 

10 印刷業者業務調書（様式第４号） △ 

11 債権者登録申出書（指定様式） △ 

12 組合員名簿等 △ 

13 電子入札システム利用申込書（物品）   △ 

インターネット環境がない等の理由で電子申請が難しい場合、下記の書類が追加で必要になります。 

ふく e-ねっとの操作方法に関すること 

 ヘルプデスク  TEL ：(０１２０）４７０－５７０ 9～17時（土日祝日年末年始除く） 

https://shinsei.e-fukui.lg.jp/
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14 受領書・チェックリスト 

＜市内・準市内業者のみ＞ 

インターネット環境がない等

の場合のみ 

15 物品等競争入札参加資格審査申請書（様式第１号） 

16 
業者カード（様式第２－２号） ※紙申請の場合はこちらを使用してくだ

さい。 

17 営業所に関する確認調書（指定様式） 

18 インターネット環境に係る申出書（指定様式） 

◎…必ず提出を要する書類 ○…所在地区分によって提出を要する書類 

△…該当する場合にのみ提出を要する書類 

 

８ 各提出書類の留意事項 

[１] 業者カード（様式第２－１号） 

「業者カード記載要領」及び「業者カード《記載例》 」を参照の上、記入してください。 

入札参加希望業種欄は、別紙「営業種目一覧表【物品】」から該当する業種を選択してください。 

なお、希望業種以外での発注は行いませんので、記入にあたっては十分注意してください。 

※営業の拠点の所在地が、登記事項証明書又は住民票の住所と異なる場合は、営業の拠点の所在地が確

認できるもの 

（例：電話料金・公共料金等の請求書等のコピー）を添付してください。 

[２] 営業実績書（様式第３号） 

希望業種での過去２年間程度の主な納入実績を記載してください。主に官公庁への納品等を記入し、 

官公庁との実績が無い場合は、官公庁以外の実績を記載してください。 

[３] 使用印鑑届 

入札、契約等における使用印鑑（委任される場合は受任者印）を押印してください。 

・法人の場合は、次の①・②いずれかの印鑑を使用してください。 

 ①会社名（委任される場合は支店名）及び役職名（受任者役職名）が表示されていること。 

 ②会社名（委任される場合は支店名）及び代表者氏名（受任者氏名）が表示されていること。 

  ※氏名は姓のみの表示でも可。 

・個人の場合は、代表者氏名（姓のみ可）が表示されている印鑑を使用してください。 

[４] 資本的関係又は人的関係に関する申告書（指定様式） 

  ※市内・準市内業者の方は必ず提出してください。（県内・県外業者の方は提出不要です。） 

資本的又は人的関係等系列会社の同一入札への参加を制限するため、次の関係について、指定様式によ

り申告してください（「記入上の注意事項」をよく読んで、記入してください）。 

申告書は、必ず本店（社）の所在地、商号及び代表者職氏名を記入してください。 

申告対象は、申告時点の福井市物品等競争入札参加資格者名簿に登載されている者に限ります。 

名簿は、福井市役所ホームページ「入札の広場」→「物品／入札情報」→「入札参加資格者名簿」を参

照してください。 

[５] 登記事項証明書（法人）・身分（身元）証明書（個人） 

申請書受理日以前３か月以内に発行されたもの（コピー可）を提出してください。 

法人：法務局の発行する現在事項全部証明書（履歴事項全部証明書でも可） 

個人：本籍地の市町村長が発行する身分（身元）証明書 

[６] 決算書又は財務諸表 

法人：直前１営業年度に係る貸借対照表、損益計算書を提出してください。（コピー可） 

個人：最新の確定申告書又は青色申告決算書の写しを提出してください。（コピー可） 

[７] 納税証明書 

＜国税＞ 

  申請書受理日以前３か月以内に、各税務署で発行されたもの（コピー可）を提出してください。 

国税通則法施行規則別紙第９号書式の納税証明書（電子納税証明書可）を提出してください。 

法人：「法人税」及び「消費税等」についての未納の税額がないことの証明「その３の３」又は「そ 

の３（法人税及び消費税及地方消費税の記載のあるもの）」 

個人：「所得税」及び「消費税等」についての未納の税額がないことの証明(その３の２) 

 

＜福井市税＞ 

       申請書受理日以前３か月以内に発行されたもの（コピー可）を提出してください。 

     ※市内・準市内業者の方は、必ず提出してください。  

         県内・県外業者の方は、福井市税が課税されている場合のみ提出してください。 

     ※納付時期等の関係で、既に納付済みの税額が証明書の「納期到来の未納額」に記載されている場合

には、該当金額の納付が確認できる書類（領収書、通帳のコピー等）を併せて添付してください。 

法人：直近２年分（令和６年度及び令和５年度分）の納税証明書（課税されている全税目で法人市民

税の記載のあるもの）を提出してください。 
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なお、決算期の都合上、令和６年度分の証明書では法人市民税の納付状況が確認できない場合

は、令和５年度及び令和４年度分を提出してください。 

※事業年度の途中で福井市内に営業所を開設し、決算期の関係で法人市民税の申告納付をし

ていない場合は、法人等の設立（設置）申告書の写しを提出してください。 

個人：直近２年分（令和６年度及び令和５年度分）の納税証明書（課税されている全税目が記載され

ているもの）を提出してください。 

【納税証明書発行先】 福井市役所納税課（本館２階）、市民課（本館 1 階） 

           各連絡所及び各サービスセンター 

[８] 許可又は登録証明書等 

         営業（事業）を行うにつき、法令の規定により官公署等の許可・認可等を必要とする場合は、当該許

可又は認可を受けたことを証明する書類の写しをＡ４判にて提出してください。 

[９] 代理店・特約店等証明書 

         代理店・特約店等の契約をしている場合は、必ずその証明書の写しを提出してください。 

[10] 印刷業者業務調書（様式第４号） 

希望業種に「印刷」を申請する場合は、印刷業者業務調書（様式第４号）を提出してください。 

[11] 債権者登録申出書（指定様式） 

        新規に資格審査申請を行う場合、又は福井市からの支払振込先として既に登録のある振込先金融機関

等の登録（口座）内容に変更がある場合に提出してください（変更がない場合は提出不要）。 

※支店等へ委任する場合は、委任先の住所、名称及び受任者職氏名を記入してください。 

[12] 中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合の場合の添付書類 

組合員名簿及び組合定款を提出してください。 

 [13] 電子入札システム利用申込書（物品） 

    電子入札システムの利用を希望する場合は提出してください。（これまでに提出された方は不要） 

    ※電子入札システムの利用には、利用申込書の提出のほかに、ＩＣカード及びカードリーダーを取り扱 

     い業者から購入していただく必要があります。 

    ※利用に係る注意事項等については福井市役所ホームページ「入札の広場」→「物品／入札情報」→「新

着情報」及び「物品電子入札」からご確認ください。 

    ※電子入札促進の観点から、電子入札システムの積極的な利用をお願いいたします。 

[14] 受領書・チェックリスト 

・申請者名を記入し、提出書類について申請者確認欄にチェックして提出してください。 
・審査後に受付印を押印して、受領書としてお返しします。 

[15] 物品等競争入札参加資格審査申請書（様式第１号） 

（１）申請者 

必ず本店（社）の所在地、商号及び代表者職氏名を記入してください。 

・法人の場合は、登記事項証明書のとおりに記入してください。 

※営業の拠点の所在地が、登記事項証明書の住所と異なる場合は、営業の拠点の所在地が確認でき 

るもの（例：電話料金・公共料金等の請求書等のコピー）を添付してください。 

・個人の場合は、営業の拠点の所在地を記入してください。 

※営業の拠点の所在地が、住民票の住所と異なる場合は、営業の拠点の所在地が確認できるもの

（例：電話料金・公共料金等の請求書等のコピー）を添付してください。 

（２）委任欄 

支店等へ委任する場合は、必ず委任先の所在地、名称及び受任者職氏名を記入してください。 

なお、委任期間は「４ 競争入札等参加資格の有効期間」と同じとします。 

（３）使用印鑑届 

     留意事項［３］を参照してください。 

[16] 業者カード（様式第２－２号） 

留意事項［１］を参照してください。 

[17] 営業所に関する確認調書（指定様式） 

・市内・準市内業者の方は必ず提出してください。（県内・県外業者の方は提出不要です。） 

・本店（社）（＝営業の拠点）で登録される場合にも、必ず提出してください。 

・上記「３ 申請者が有すべき本店又は支店等の要件」に掲げる要件を全て満たす営業所を福井市内に有

することについて、指定様式により申告してください（各項目にレ点を記入）。 

・必ず本店（社）の所在地、商号及び代表者職氏名を記入してください。 

[18] インターネット環境に係る申出書（指定様式） 

市内・準市内業者の方で、インターネット環境がない等の理由で電子申請が難しい場合、提出してくださ

い。 

 

９  申請事項に変更が生じた場合 

資格の登録後に、登録内容に変更が生じた場合は、入札参加資格申請書記載事項変更届にその事実を証

明する書類を添えて直ちに提出してください。 
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   変更届の「申請者」欄には、本店の所在地、商号（名称）及び代表者職氏名を記入してください。 

※必要書類は、福井市役所ホームページ「入札の広場」→「物品／入札情報」→「登録内容の変更」からご

確認ください。 

 http://www.city.fukui.lg.jp/nyusatsu/keiyaku/kyoutu/henkou/h-youryou.docx 
 

  ※変更届の提出に、令和６年４月より電子申請が利用できるようになりました。 

   電子申請・施設予約システム「ふく e-ねっと」（https://shinsei.e-fukui.lg.jp） 

 

１０  資格者名簿の公表 

 次の事項について記載した資格者名簿を、福井市役所ホームページ「入札の広場」等において公表しま

す。 

 （１）商号又は名称、所在地及び連絡先等 （２）希望業種 

 

１１ 問合せ先 

＜申請内容に関すること＞ 

   〒910-8511 福井市大手３丁目１０番１号  福井市 財政部 契約課 物品契約係 

   TEL：0776-20-5277  FAX：0776-20-5734  E-mail：keiyaku@city.fukui.lg.jp 

   ホームページ「入札の広場」アドレス：http://www.city.fukui.lg.jp/nyusatsu/  

 

＜ふく e-ねっとの操作方法に関すること＞ 

   ヘルプデスク TEL：0120-470-570 9 時～17時（土日祝日年末年始除く。） 

 

（お知らせ①）一般競争入札の試行について  

 本市では、平成２６年６月から、一部の物品調達（借入れを含む）において、条件付き一般競争入

札の試行を実施しています。 

 対象となるのは、原則として予定価格１千万円（税込）以上の入札です。 

 入札公告につきましては、福井市役所ホームページ「入札の広場（⇒物品―入札情報）」及び入札情

報サービスシステムでお知らせしますので、適宜ご確認いただきますようお願いします（毎週月曜日

の午後４時以降に掲載）。 

 また、一般競争入札案件の実施予定を、福井市役所ホームページ「入札の広場（⇒物品―入札情報

⇒発注予定表）」に掲載していますので、そちらも一度ご確認いただきますようお願いします。 

 

（お知らせ②）電子入札の促進について  

 本市では、現在すべての業種を対象として福井県電子入札システム（コアシステム）の共同運用に

よる電子入札を行っています。 

電子入札システムを利用して電子入札案件への参加を希望する場合は、電子入札システム利用申込

書を１１問合せ先にご提出ください。様式は、福井市役所ホームページ「入札の広場」からダウンロ

ードしてください。 

電子入札は、入札の透明性が図られるとともに、入札参加者各位の利便性が向上することから、本

市では電子入札の普及・促進に取り組んでいるところです。 

つきましては、現在電子入札システムを利用されていない事業者におかれましては、電子入札導入

の趣旨をご理解いただき、電子入札システムの利用を前向きにご検討いただきますようお願いいたし

ます。 

http://www.city.fukui.lg.jp/nyusatsu/keiyaku/kyoutu/henkou/h-youryou.docx
https://shinsei.e-fukui.lg.jp/
http://www.city.fukui.lg.jp/nyusatsu/
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